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費
の
今
後
の
展
望
は
。

答　
教
育
費
の
一
般
会
計
に
お
け
る

構
成
割
合
は
10
・
２
％
で
あ
る
。
厳
し

い
財
政
状
況
の
中
、
財
源
の
有
効
活
用

や
計
画
的
な
基
金
の
活
用
な
ど
工
夫
を

凝
ら
す
中
で
、
一
定
の
財
源
確
保
は
で

き
た
と
考
え
る
。
中
核
市
と
の
比
較
で

は
、
現
在
把
握
し
て
い
る
40
市
の
う
ち

予
算
額
で
は
上
位
か
ら
11
番
目
、
構
成

割
合
で
は
14
番
目
で
、
比
較
的
上
位
で

あ
る
。
人
づ
く
り
は
ま
ち
づ
く
り
の
原

点
で
あ
り
、
教
育
予
算
に
つ
い
て
は
可

能
な
限
り
確
保
し
て
い
く
。

教
育
行
政
に
つ
い
て（

水
曜
会
）

問　
全
国
学
力
・
学
習
状
況
調
査

に
つ
い
て
、
こ
れ
ま
で
の
学
力
テ
ス

ト
の
成
果
や
本
市
の
状
況
を
ど
う
評

価
し
て
い
る
の
か
。
ま
た
、
調
査
方

法
の
変
更
を
ど
の
よ
う
に
受
け
止
め

て
い
る
の
か
。
さ
ら
に
、
希
望
利
用

調
査
を
し
な
い
と
し
た
理
由
は
。

答　
文
部
科
学
省
か
ら
の
資
料
を
も

と
に
学
力
・
学
習
状
況
を
分
析
し
、
改

善
計
画
の
作
成
と
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
の

公
開
、
児
童
生
徒
へ
の
指
導
の
充
実
を

図
っ
て
き
た
。
こ
れ
に
よ
り
小
学
校
は

の
開
放
に
つ
い
て
の
検
討
が
可
能
と

な
る
。
ゲ
ー
ト
の
短
期
間
の
部
分
開

放
を
検
討
す
る
べ
き
で
は
。
中
津
原

の
上
水
・
工
業
用
水
の
水
利
権
を
合

わ
せ
れ
ば
、
総
給
水
量
を
上
回
っ
て

い
る
。
上
水
か
ら
工
業
用
水
へ
の
水

利
権
移
動
に
伴
う
会
計
処
理
に
は
ど

の
よ
う
な
要
件
が
必
要
か
。

答　
仮
に
河
口
堰
か
ら
の
工
業
用
水

の
全
量
を
中
津
原
浄
水
場
か
ら
給
水
す

る
場
合
は
、
膨
大
な
費
用
が
か
か
る
。

河
口
堰
の
部
分
開
放
に
つ
い
て
は
、
河

口
堰
の
全
量
を
中
津
原
か
ら
振
り
替
え

る
こ
と
が
で
き
な
い
た
め
、
塩
分
流
入

の
可
能
性
の
あ
る
部
分
開
放
は
あ
り
得

な
い
。
水
利
権
が
移
動
し
た
場
合
の
会

計
処
理
は
、
ダ
ム
使
用
権
の
減
価
償
却

費
な
ど
が
新
た
な
負
担
と
な
る
。

教
育
予
算
の
あ
り
方
に
つ
い
て

 

（
市
民
連
合
）

問　
教
育
投
資
に
お
け
る
公
的
財

政
支
出
の
Ｇ※

Ｄ
Ｐ
比
で
は
、
Ｏ※

Ｅ
Ｃ

Ｄ
平
均
５
・
０
％
に
対
し
、
日
本
は

３
・
５
％
。
本
市
財
政
に
占
め
る
教

育
費
の
割
合
を
ど
の
よ
う
に
評
価
し

て
い
る
の
か
。
ま
た
、
中
核
市
と
の

対
比
、
新
年
度
予
算
も
含
め
た
教
育

　

木
造
住
宅
の
耐
震
診
断
費
補
助
の
利

用
は
17
件
、
固
定
資
産
税
減
額
措
置
の

申
告
件
数
は
２
件
と
な
っ
て
い
る
。

　

機
会
あ
る
ご
と
に
耐
震
対
策
の
必
要

性
な
ど
の
周
知
に
努
め
て
い
る
が
、
市

民
の
耐
震
化
へ
の
意
識
は
い
ま
だ
に
低

い
状
態
に
あ
り
、
今
後
も
市
民
啓
発
に

努
め
る
。

芦
田
川
河
口
堰
の
部
分
開
放

（
明
政
会
）

問　
今
後
、
河
口
堰
か
ら
の
利
水

の
減
少
が
進
め
ば
、
工
業
用
水
全
量

を
中
津
原
浄
水
場
か
ら
送
る
こ
と
を

検
討
し
、
河
口
堰
は
渇
水
期
の
バ
ッ

ク
ア
ッ
プ
施
設
と
し
て
は
ど
う
か
。

さ
ら
に
、
工
業
用
水
全
量
を
中
津
原

か
ら
給
水
可
能
と
す
れ
ば
、
河
口
堰

標
と
し
て
引
き
続
き
取
り
組
ん
で
い
く
。

◇
関
連
質
問

・
継
続
的
な
健
全
運
営
に
つ
い
て

（
水
曜
会
）

・�

収
納
率
向
上
対
策
と
基
金
確
保
へ

の
手
立
て
は�

（
公
明
党
）

・�

国
民
健
康
保
険
税
の
引
き
下
げ
に

つ
い
て�
（
日
本
共
産
党
）

住
宅
の
耐
震
診
断
や
耐
震
改
修

の
普
及
啓
発
は（
新
政
ク
ラ
ブ
）

問　
現
在
、
市
内
に
お
け
る
住
宅

の
耐
震
化
率
は
ど
の
よ
う
な
状
況
に

あ
る
の
か
。
ま
た
、
住
宅
の
耐
震
化

の
促
進
に
、
相
談
窓
口
の
開
設
や
耐

震
相
談
会
な
ど
開
催
し
て
い
る
が
、

市
民
か
ら
の
相
談
や
耐
震
診
断
、
耐

震
改
修
の
件
数
な
ど
利
用
状
況
は
。

併
せ
て
、
木
造
住
宅
の
耐
震
診
断
費

の
補
助
や
耐
震
改
修
に
伴
う
固
定
資

産
税
の
減
額
措
置
な
ど
の
制
度
の
利

用
状
況
は
。

答　
20
年
の
調
査
に
よ
る
と
市
内
の

耐
震
化
率
は
約
68
％
と
な
っ
て
い
る
。

現
在
ま
で
、
住
宅
の
耐
震
相
談
会
を
39

回
、
出
前
講
座
な
ど
を
12
回
開
催
し
、

79
件
の
耐
震
相
談
を
受
け
て
い
る
。

※ＧＤＰ（国内総生産）：国民経済が一定期間に生産した最終生産物の価値を集計したもので、国の生産力の指標。
※�ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）：加盟国の協力によって経済社会の発展と貿易拡大に努め、さらに途上国援助の調整を図
ることを目的とする組織で、現在アメリカ、カナダ、イギリス、日本など30カ国が加盟。
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